
27・12・19
市税負担額と行政サービス市税負担額と行政サービス費費

市税の負担額 市民1人当たり
1世帯当たり

176,755円（上段）
360,786円（下段）

※　図１･図２の人口
は117,671人
世帯数は57,649世帯
（平成27年３月31日現在）

〔図１〕

その他

都市計画税

市たばこ税

96,404円
196,776円

60,567円
123,627円

4,638円
9,468円

363円
740円

14,783円
30,175円

（軽自動車税など）

固定資産税市民税 民生費

土木費公債費

議会・総務費

労働・農林水産業・商工費

24,428円
49,863円
24,428円
49,863円

12,750円
26,024円

38,901円
79,403円

24,974円
50,977円

5,316円
10,851円

衛生費

29,843円
60,914円

教育費

消防費

行政サービス費 市民1人当たり
1世帯当たり

309,831円（上段）
632,416円（下段）〔図２〕

139,485円
284,711円

34,134円
69,673円

　皆さんから納めていただいた市税の市民１人当たりおよび１世帯当たりの額と、皆さんに還元された
額（行政サービス）は、図１・図２のとおりです。（普通会計―地方財政状況調査による）

市税1,000円の使い道都市計画税の使い道

平成26年度健全化判断比率
および資金不足比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に
基づき、市は毎年度、健全化判断比率４指標およ
び資金不足比率を算定し、監査委員の審査を経
て、議会に報告し、市民に公表しています。
　健全化判断比率、資金不足比率が一定の基準以
上となった場合は、財政健全化計画等の作成と改
善努力が義務付けられます。
　平成２６年度決算に基づく市の健全化判断比率お
よび資金不足比率は、すべて基準を下回り、財政
状況は健全段階にあります。（下表）
 

【用語説明】
　次の用語は健全化判断比率４指標で、標準財政
規模（市の一般的な歳入規模）に対する割合です。
実質赤字比率　一般会計等の実質赤字額の割合
連結実質赤字比率　全会計の実質赤字額の割合
実質公債費比率　公債費および公債費に準じた経
費が占める割合
将来負担比率　一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の大きさを示す割合

平成２６年度資金不足比率
経営健全化基準資金不足比率特別会計の名称

２０.０害下水道事業特別会計
※　資金不足額がない場合は、「害」と表示しています。
※　資金不足比率は、事業規模に対する公営企業
の資金不足額の割合です。

（単位：％）

平成２６年度健全化判断比率
将来
負担比率

実質公債
費比率

連結実質
赤字比率

実質
赤字比率

３５.７ ３.２−−小 金 井 市
３５０.０２５.０１７.４１１２.４１早期健全化基準

３５.０３０.００２０.００財政再生基準
※　実質赤字額または連結実質赤字額がない場合は、
「害」と表示しています。

（単位：％）

　都市計画税は、都市計画事業や区画整理事業に要する費
用に充てるため、都市計画区域のうち市街化区域内（小金
井市全域）の土地または家屋の所有者に対して市が課税す
る目的税で、平成２６年度は１７億３,９５３万８千円でした。
　その都市計画税は、次の主な事業の一部に充てられまし
た。渇街路事業（都市計画道路３・４・１２号線街路築造工
事費・事業予定地整備工事費・実施設計委託料等）渇公園
事業（貫井けやき公園用地取得費等）渇下水道事業　渇市
街地開発事業（東小金井駅北口土地区画整理事業委託料・
武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地再開発事業補助金
等）渇その他事業（東京たま広域資源循環組合負担金等）
渇地方債償還（街路事業・市街地開発事業・下水道事業
等）

　皆さんから納めていただいた市税１,０００円の使い道は、
次のとおりです。
　渇民生費（子ども・高齢者・障がいのある方などの福
祉のために）４５０円　渇総務費（行政運営のために）１２０
円　渇衛生費（ごみ・し尿処理や健康を守るために）１１０
円　渇教育費（学校・公民館・図書館・体育施設などの
整備のために）９８円　渇公債費（市債の償還・利子の支
払いに）８１円　渇土木費（道路・公園・河川整備のため
に）８０円　渇消防費（火災・災害から守るために）４１円
渇議会費（市議会の運営に）１０円　渇労働費・農林水産
業費・商工費（消費者保護や農業・商業振興のために）
９円　渇その他１円

総務費　81%
35,716円
44,366円

小金井市

民生費　88%
139,485円
159,153円

多摩類似団体平均
（100％）

衛生費　106%
34,134円
32,164円

土木費　65%
24,428円
37,340円

小金井市民１人当たりの額
多摩類似団体平均１人当たりの額

  309,831円  歳出合計　　　　　　＝87%　  356,163円

消防費　96%
12,750円
13,326円

教育費　73%
29,843円
41,061円

公債費　119%
24,974円
20,994円

その他　110%
8,501円
7,759円

［図A］多摩類似団体平均との比較

総務費　86%
35,716円
41,417円

民生費　83%
139,485円
167,858円

小金井市

衛生費　120%
34,134円
28,527円

土木費　72%
24,428円
34,081円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

  309,831円  歳出合計　　　　　　＝87%　  354,519円

消防費　100%
12,750円
12,725円

教育費　74%
29,843円
40,602円

公債費　114%
24,974円
21,951円

その他　116%
8,501円
7,358円

［図B］多摩26市平均との比較

多摩類似団体平均
（100％）

公債費　119%
24,974円
20,994円

補助費等　98%
35,515円
36,168円

小金井市民１人当たりの額
多摩類似団体平均１人当たりの額

 309,831円 歳出合計　　　　　　＝87%　 356,163円

繰出金　87%
33,470円
38,300円

投資的経費　60%
17,873円
29,769円

その他　75%
15,628円
20,848円

扶助費　81%
75,509円
92,983円

人件費　94%
51,591円
54,725円

小金井市

物件費　89%
55,271円
62,376円

多摩26市平均
（100％）

公債費　114%
24,974円
21,951円

補助費等　103%
35,515円
34,461円

繰出金　84%
33,470円
39,908円

投資的経費　51%
17,873円
35,020円

その他　99%
15,628円
15,713円

扶助費　73%
75,509円
102,758円

人件費　98%
51,591円
52,593円

小金井市

物件費　106%
55,271円
52,115円

［図C］多摩類似団体平均との比較

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

 309,831円 歳出合計　　　　　　＝87%　 354,519円

［図Ｄ］多摩26市平均との比較

都市計画税　106%
14,783円
13,971円

小金井市民１人当たりの額
多摩類似団体平均１人当たりの額

 176,755円市税合計　　　　　　＝93%　 190,302円

その他　30%
363円
1,226円

法人市民税　59%
7,807円
13,147円

個人市民税　110%
88,597円
80,777円

固定資産税　81%
60,567円
74,854円

小金井市

多摩類似団体平均
（100％）

市たばこ税　73%
4,638円
6,327円

都市計画税　116%
14,783円
12,773円

その他　30%
363円
1,199円

法人市民税　61%
7,807円
12,879円

個人市民税　125%
88,597円
71,071円

固定資産税　91%
60,567円
66,799円

小金井市

多摩26市平均
（100％）

市たばこ税　76%
4,638円
6,128円

［図Ｅ］多摩類似団体平均との比較

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

176,755円市税合計 　　　　　 ＝103％　170,849円

多摩26市平均
（100%）

［図Ｆ］多摩26市平均との比較

他市と比較してみると（普通会計−地方財政状況調査による）
市民１人当たりの目的別歳出市民１人当たりの目的別歳出額額 市民１人当たりの性質別歳出市民１人当たりの性質別歳出額額 市民１人当たりの市税市民１人当たりの市税額額

　市民１人当たりの目的別歳出額を類似団体（図Ａ）
や多摩２６市（図Ｂ）と比較すると、本市の衛生費、公
債費およびその他に含まれる議会費、労働費は平均を
上回りました。また、総務費、民生費、土木費および
教育費は前年同様に平均を下回りました。

　市民１人当たりの性質別歳出額を類似団体（図Ｃ）や多摩２６市
（図Ｄ）と比較すると、公債費は、建設事業債および臨時財政対
策債の償還額等の増により、平均を上回りました。また、扶助費、
繰出金は前年度と同様に平均を下回ったのに加え、人件費につい
ては職員数、各種手当の減により、また投資的経費については大
規模工事完成により平均より少なくなりました。

　市民１人当たりの市税額を類似団体（図Ｅ）や多摩
２６市（図Ｆ）と比較すると、本市は個人市民税、都市
計画税が類似団体および多摩２６市の平均より多くなっ
ています。なお、個人市民税は、標準税率を採用して
おり、多摩２６市では同じ税率となっています。　


